
政府案 ３党合意

 新年金制度を創設する法案を
 来年の国会に提出する

 後期高齢者医療制度の廃止
 法案を今国会に提出する

 基礎年金の
 国庫負担

 負担割合２分の１を２０１４年度
 から恒久化する

 ○ 政府案通り

 低所得者への
 加算年金

 低所得者の基礎年金に一律
 月６０００円を加算する

 ○ 福祉的な給付措置として実施する
 ○ 低所得者への給付額は月５０００円を基準
　　 に保険料の納付実績に応じて決定する
 ○ 加算による所得の逆転を防ぐ措置を行う
 ○ 実施に必要な法律は消費税率引き上げ
　　 前に成立させる

 受給資格期間
 の短縮

 ２５年から１０年に短縮する  ○ 政府案通り

 短時間労働者
 への適用拡大

 月収７．８万円以上など一定の
 要件を満たす短時間労働者に
 厚生年金の適用を拡大する

 ○ 月収要件を８．８万円以上に修正する
 ○ 実施時期を２０１６年１０月に半年遅らせる

 産休期間中の
 保険料免除

 産前・産後休業期間中の厚生
 年金保険料を免除する

 ○ 加えて国民年金の保険料免除も検討する

 遺族基礎年金
 の対象拡大

 遺族基礎年金の支給を父子
 家庭にも拡大する

 ○ 政府案通り

 被用者年金の
 一元化

 公務員などの共済年金と厚生
 年金を一元化する

 ○ 政府案通り

 交付国債
 交付国債の返還に関する規定
 を定める

 ○ 規定を削除する
 ○ 基礎年金国庫負担の財源は、別途、政府
　　 が必要な法的措置を行う

 幼保一体化
 認定こども園法を廃止し、総合
 こども園制度を創設する

 ○ 政府案は撤回し、現行の認定こども園法を
　　 拡充。財政支援などを強化する
 ○ 認定こども園、幼稚園、保育所、地域型
　　 保育などへの給付を市町村に一本化
 ○ 幼稚園教諭と保育士資格の一本化を検討

 保育の実施
 義務

 市町村の実施義務を外す  ○ 現行通り市町村が実施義務を担う

 施設の認可  認可制度を指定制に変更する
 ○ 現行の認可制度を維持する
 ○ 認可基準などを満たせば、原則、認可する

 税率引き上げ
 の時期と幅

 ２０１４年　４月に５％→８％
 ２０１５年１０月に８％→１０％

 ○ 政府案通り

 低所得者対策
 給付つき税額控除を導入。
 実現までの間は簡素な給付
 措置を実施する

 ○ 軽減税率の実施を選択肢として盛り込む
 ○ ８％段階では簡素な給付措置と軽減税率、
　　 １０％段階では給付つき税額控除と軽減
　　 税率について、それぞれ検討する

景気条項
 名目３％、実質２％の経済成長
 率をめざす

 ○ 成長率の数値目標は政府案の通り
 ○ 成長戦略や防災・減災対策などに資金を
　　 重点配分するなど、景気対策を検討する

 税率引き上げ
 の条件

 種々の経済指標を確認し、停止
 を含め所要の措置を講じる

 ○ 社会保障制度改革の推進、景気の回復、
　　 低所得者対策の実施を確認する
 ○ 引き上げの実施は時の政権が判断する

自動車取得税
自動車重量税

 見直しを行う
 ○ 抜本的見直しを行い、消費税率８％への
　　 引き上げ時までに結論を得る

住宅の取得  必要な措置を総合的に検討する
 ○ 消費税率の８％、１０％への引き上げ時に
　　 それぞれ十分な対策を実施する

 課税所得５０００万円超を対象に
 ４５％の最高税率を創設する

 ○ 累進制をより強化する具体的な措置を検討
　　 し、来年度税制改正で実行する

 相続税の基礎控除を引き下げ、
 最高税率を５５％に引き上げる

 ○ 世代間での富の移転を促すため、相続税
　　 の課税強化、贈与税の軽減などを検討し、
　　 来年度税制改正で実行する
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社会保障社会保障社会保障社会保障とととと税税税税のののの一体改革 政府案一体改革 政府案一体改革 政府案一体改革 政府案とととと３３３３党合意党合意党合意党合意のののの主主主主ななななポイントポイントポイントポイント

 ○ 今後の公的年金制度、高齢者医療制度の
　　 改革は、実施時期を含め内容などを3党間
　　 で合意に向けて協議する
 ○ さらに、「社会保障制度改革国民会議」で
　　 議論し、結論を得る
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